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Ⅰ 教育大綱策定の趣旨

本書は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づき、本村の教育、学術及

び文化の振興に関する総合的な施策の基本方針を、榛東村長が「教育大綱」として定めた

ものです。

Ⅱ 榛東村総合計画等との関連

【将来像】

「子どもに夢を みんなに福祉と安心を」

【全施策共通目標】

「心かよいあう思いやりのむらづくり」

参酌

参酌

参酌

第６次榛東村総合計画

村政を総合的計画的に運営するために、

村が定めた基本計画。期間は10年間。

（平成28年度～令和7年度）

榛東村教育大綱

― 榛東村教育振興基本計画 ―

本村の教育に関する施策の基本方針を

村長が定めたもの。期間は5年間。

（令和元年度～令和5年度）

榛東村の教育

― 榛東村教育行政方針 ―

単年度の教育行政の方針や重点等を教

育委員会がまとめたもの。

・榛東村教育プラン（学校教育）

・榛東村生涯学習プラン（生涯学習）

榛東村教育行政方針の概要を示したもの。

・地方教育行政の組織及び運営に

関する法律【教育大綱】

・教育基本法【教育振興基本計画】

第3期 教育振興基本計画（国）

平成30年度～令和4年度

第3期 群馬県教育振興基本計画

平成31年度～令和5年度

学校教育の指針

（群馬県教育委員会）
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Ⅲ 榛東村総合計画における基本施策等

本村では、第６次榛東村総合計画（計画年次：平成28年度～令和７年度）において、

将来像を「子どもに夢を みんなに福祉と安心を」と設定し、全村一体となって、本村に

生活し、生業をもって郷土を守り続けられるむらづくりを進めてます。描かれた将来像を

現実のものとするため、むらづくりの全施策の共通目標を「心かよいあう思いやりのむら

づくり」とし、取り組むべき６つの施策と２５の基本施策を定めています。

将来像 「子どもに夢を みんなに福祉と安心を」

全施策共通目標 「心かよいあう思いやりのむらづくり」

６つの

施 策

４つの

基本施策

本村では、６つの施策の中の１つである「人と文化を育むむらづくり」において、以下

の基本理念及び基本目標のもと、４つの基本施策に則った取組を行っています。

１ 基本理念
本村は、学校・家庭・地域社会との連携を図りつつ、教育内容の改善・充実、環境の整

備を図ることにより、社会の変化に的確に対応できる心身ともに健康でたくましい人間の

育成を図ります。また、誰でも、いつでも、どこでも学べ、誰もが心の豊かさや生きがい

を実感できる生涯学習社会の構築を目指して教育行政を推進します。

２ 基本目標
たくましい子どもたちを育てるあたたかいむらづくり

～ 自ら学び、自ら考える力を ～
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３ ４つの基本施策、１５の主要施策

基本施策１ 学校教育の充実 基本施策２ 生涯学習の推進

主要施策１ 教育内容の充実 主要施策１ 生涯学習施設の整備

主要施策２ 教育施設の整備 主要施策２ 生涯学習機会の提供と

主要施策３ 安全対策の強化 体制の充実

主要施策４ 人権教育の推進 主要施策３ 学校・地域との連携

主要施策５ 特色ある学校づくりの推進 主要施策４ 青少年の健全育成

主要施策６ 学校給食の充実

基本施策３ スポーツの振興 基本施策４ 地域文化の振興

主要施策１ スポーツ施設の充実 主要施策１ 文化活動の推進

主要施策２ 生涯スポーツの推進 主要施策２ 文化財の保存・活用

主要施策３ スポーツ推進体制の充実

４ 基本方針
本村における教育の振興を図るため、これまで構築してきた教育施策及び教育環境の財

産を継承しつつ、新たに取り組むべきものを積極的に取り入れ、改善すべきものには迅速

に対応しながら各施策に取り組みます。

● 学校教育

子どもたちに「生きる力」を育むために、「実際の社会や生活で生きて働く知識及

び技能」、「学んだことを人生や社会に生かそうとする学びに向かう力及び人間性」、

「未知の状況にも対応できる思考力・判断力・表現力」を育成する教育を推進します。

また、基本的な生活習慣や規範意識の確立を通して、子どもたちに社会の一員とし

ての基盤を形成するとともに、家庭や地域と連携・協力し、社会に開かれた信頼され

る学校経営に努めます。

● 生涯学習

村民の学習需要に応えるため、地域の芸術・文化に触れたり、スポーツやレクリエ

ーションに親しんだりする機会を提供するとともに、村民の生涯学習活動を支援し、

異世代間の交流・つながり・心の絆づくりの場を提供するなど、生涯学習の基盤の整

備を推進します。

また、地域ぐるみの人権教育を通して思いやりのある村づくりに努めるとともに、

地域・学校・行政が互いに連携・協力して、次代を担う子どもたちを育む環境づくり

に努めます。
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Ⅳ 教育大綱の対象期間

この教育大綱が対象とする期間は、令和元年度から令和５年度までの５年間とします。

Ⅴ 今後５年間の教育政策と目標

変化の激しい社会情勢等に対応していくため、今後の５年間について、以下のとおり、

４つの教育政策と１３の目標を定めました。

ここには、第６次榛東村総合計画における４つの基本施策と１５の主要施策をそれぞれ

位置付けています。

この教育施策と目標の遂行を通して「人と文化を育むむらづくり」を推進し、第６次榛

東村総合計画の共通目標である「心かよいあう思いやりのむらづくり」の達成をねらうも

のです。

教育政策１ 将来に向け、生きて輝く力の育成
目標（１） 確かな学力の育成

目標（２） 豊かな心の育成

目標（３） 健やかな体の育成

目標（４） 社会的・職業的自立に向けた能力・態度の育成

目標（５） 家庭・地域の教育力の向上、学校との連携・協働の推進

教育政策２ 生涯学び、活躍できる環境の整備
目標（６） 生涯にわたる多様な学びの推進

目標（７） 地域の学びを支える社会教育の推進

教育政策３ 誰もが安心して学べる機会の確保
目標（８） 教育の機会均等に向けた保護者負担の軽減

目標（９） 多様なニーズに対応した教育機会の提供

教育政策４ 教育政策推進のための基盤の整備
目標（１０） 教職員が十分に力を発揮できる学校指導体制の整備等

目標（１１） ＩＣＴ利活用のための基盤の整備

目標（１２） 安全・安心な教育環境の整備

目標（１３） 児童生徒等の安全の確保
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教育政策１ 将来に向け、生きて輝く力の育成

目標（１） 確かな学力の育成

第６次総合計画との関連 学校教育の充実（教育内容の充実）

【現状と課題】

日本の児童生徒は、PISA2015等の学習到達度調査において、世界トップレベル

にあります。榛東村の児童生徒は、平成３０年度に実施したＣＲＴ標準学力調査及び

全国学力・学習状況調査において、概ね全国並みの正答率となっています。

また、すべての子どもが健やかに成長できるよう、幼児期から質の高い教育を提供

することの重要性が高まっています。

【取組の方向】

これからの時代に求められる資質・能力を育成するために、これまでの学校教育の

取組を生かしつつ、学習の質を一層高める授業改善等を推進します。

【主 な 取 組】

○ 新学習指導要領の着実な実施

新学習指導要領の趣旨が各学校現場で理解・実現されるよう、主体的・対話的で

深い学びの視点からの授業改善やカリキュラム・マネジメントの確立を推進し、児

童生徒に新しい時代に求められる資質・能力の育成を図ります。

○ 学力調査等の実施・分析・活用

ＣＲＴ標準学力調査や全国学力・学習状況調査等の実施を通して、課題の把握・

分析・結果の活用により、指導の改善・充実を図ります。

○ 英語教育の推進

小学校への専科教員の配置や外国語指導助手（ＡＬＴ）の小中学校への配置、オ

ンライン英会話の推進等による授業の充実を通して、英語でコミュニケーションを

図る資質・能力を育成します。

○ 幼児期における教育の質の向上

小学校との接続を考慮し、幼稚園教育において育みたい資質・能力や、幼児期の

終わりまでに育ってほしい姿を明確にした上で、環境を整え、遊びを通して幼児の

主体的な学びが促されるようにします。

○ 幼児期から中学校卒業までの連携の推進

各学校が連携しやすい本村のよさを生かして、村立中学校・小学校・幼稚園、私

立保育園・認定こども園の教職員による合同研修や情報交換等を実施し、各学校間

の円滑な接続と連携を推進します。

○ 学習支援員や補助教諭の配置

幼稚園に補助教諭、小中学校に学習支援員を配置し、個に応じたきめ細かな指導

による支援を行います。
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目標（２） 豊かな心の育成

学校教育の充実（教育内容の充実）

〃 （人権教育の推進）

第６次総合計画との関連 〃 （特色ある学校づくりの推進）

生涯学習の推進（青少年の健全育成）

地域文化の振興（文化財の保存・活用）

【現状と課題】

本村では、榛東村いじめ防止基本方針に則って、いじめ防止の取組を推進していま

す。現時点ではいじめによる重大事態は発生していませんが、悪口や冷やかしなどの

いじめはどの学校でも発生しています。

【取組の方向】

道徳教育や人権教育の充実により、自他を大切にする心や自己肯定感を育み、体験

活動等を通して社会性や規範意識を身に付けるとともに、自ら考え、行動し、最後ま

でやり抜く力を育成します。

【主 な 取 組】

○ 道徳教育の推進

小・中学校における「特別の教科 道徳」の実施により、答えが一つではない道

徳的な課題を一人一人の児童生徒が自分自身の問題として向き合う「考え、議論す

る道徳」への転換を図ります。

○ いじめ等への対応の徹底

いじめは、どの子どもにも、どの学校にも起こりうるものであることを踏まえ、

いじめ防止基本方針に則った取組を推進し、未然防止に努めるとともに、いじめを

許さない学校・学級風土の確立を図ります。

また、いじめ防止子ども会議の開催等、児童生徒の主体的ないじめ防止活動を支

援します。

○ 人権（同和）教育の推進

学校と地域が連携した地域ぐるみの人権（同和）教育を推進するとともに、心あ

たたかく思いやりのある子どもの育成を目指し、教職員研修や啓発活動等を通して、

基本的人権の尊重や人権感覚の涵養を図ります。

また、児童生徒の自殺防止に向けた取組を行い、ＳＯＳを出しやすい学校・学級

づくりを支援します。

○ 体験活動や読書活動の充実

集団宿泊活動やボランティア活動、自然体験活動、地域の行事への参加等の様々

な体験活動を支援します。

また、学校司書の配置や学校図書館の充実等、子どもの読書活動を推進します。

○ 伝統や文化等に関する教育の推進

村の伝統文化や文化財、耳飾り館の活用、移動音楽教室の開催等、郷土の伝統や

文化に触れることで、郷土に誇りや愛着を育むようにします。

○ 青少年の健全育成

情報モラル教育を推進するとともに、フィルタリングやインターネット利用のル

ールに関する普及啓発活動を地域等との連携により実施します。
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目標（３） 健やかな体の育成

第６次総合計画との関連
学校教育の充実（教育内容の充実）

〃 （学校給食の充実）

【現状と課題】

本村の児童生徒の体力の平均値は概ね全国を上回っていますが、日常的に運動をし

ている子としていない子の二極化が進んでいます。

平成３０年度に実施した全国学力・学習状況調査において、「朝食を毎日食べてい

る」「毎日、同じ時間に寝る」「毎日、同じ時間に起きる」と回答した児童の割合は

全国を上回っています。

【取組の方向】

保健教育や食育等を充実させるとともに、学校体育や適正な部活動を通して、子ど

もたちに生涯にわたってたくましく生きるために必要な健康や体力を育成します。

【主 な 取 組】

○ 学校保健・学校給食、食育の充実

学校の教育活動全体を通して基本的な生活習慣の確立を進め、体育・保健体育等

の教科学習を中核として保健教育を充実させます。メンタルヘルスやアレルギー疾

患等、多様化・深刻化する子どもの健康課題に対応するため、幼稚園への養護教諭

の配置や医療的ケアを要する幼児児童生徒への看護師の配置、スクールカウンセラ

ーの配置、学校・家庭・地域の専門機関等の連携による保健管理等を推進します。

また、子どもたちに食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身に付けるため、

栄養教諭を中核として学校給食を活用した実践的な指導を行う等、学校・家庭・地

域の連携による食育の充実を図るとともに、学校給食に地場産物を活用する取組を

行います。

○ 学校や地域における子どものスポーツの機会の充実

体育の授業を工夫して、運動の質や量を確保するとともに、休み時間等を活用し

て楽しく運動できるようにします。

また、部活動における活動場所の提供等、スポーツの機会の充実を図ります。

○ 適正な部活動の実施

部活動の実施については、国のガイドラインや県の方針に則って作成した村の方

針のもと、活動内容や活動時間、休業日等を適正に設定して取り組みます。

また、部活動指導員や外部指導者を配置して、指導内容の充実や円滑な部活動の

実施等を図ります。
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目標（４） 社会的・職業的自立に向けた能力・態度の育成

第６次総合計画との関連 学校教育の充実（教育内容の充実）

【現状と課題】

社会の構造や雇用等が大きく変化するのに併せて、進路をめぐる環境も大きく変化

してきています。このような中、将来、社会人・職業人として自立できるように発達

段階に応じた勤労観・職業観を育てるキャリア教育がこれまで以上に重要になってい

ます。

【取組の方向】

発達段階に応じたキャリア教育を充実させ、時代に応じた勤労観や職業観を身に付

けさせるとともに、主権者教育等を進め、社会的・職業的自立の基盤となる基礎的・

汎用的能力を育成します。

【主 な 取 組】

○ 各学校段階におけるキャリア教育の推進

幼稚園から中学校まで、各学校段階を通じた体系的・系統的なキャリア教育を推

進します。小中学校においては、教科等を横断したキャリア教育全体計画を基にし

た年間指導計画を通して、発達段階に応じたキャリア教育の充実を図ります。

また、教科を中心に主権者教育や消費者教育の充実も図ります。
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目標（５） 家庭・地域の教育力の向上，学校との連携・協働の推進

学校教育の充実（教育内容の充実）

第６次総合計画との関連 〃 （特色ある学校づくりの推進）

生涯学習の推進（学校・地域との連携）

【現状と課題】

学校教育の抱える課題は多様化・複雑化しており、学校だけでは対応が困難になっ

ています。一方で、住民同士のつながりの希薄化等により、地域における教育力が低

下してきています。

【取組の方向】

地域社会との様々な関わりを通じて子どもたちが安心して活動できる居場所づくり

を推進します。また、学校と地域がパートナーとして連携・協働し、学校を核とした

地域づくりを進めます。

【主 な 取 組】

○ 学習習慣・生活習慣の確立

学校間連携や家庭・地域との連携を通して、学習習慣や生活習慣を確立します。

○ 家庭の教育力の向上

地域における子育て支援と家庭教育支援の連携体制を構築し、教育委員会と他部

局の間、関係機関・関係者の間で、支援が必要な子どもや家庭に関する情報の共有

化や協働の促進を図ります。

○ 地域の教育力の向上、学校との連携・協働の推進

地域住民や保護者等が学校運営に参画する仕組みである学校運営協議会制度及び

コミュニティ・スクールの導入を目指します。

○ 学校支援センター等の充実、地域の教育力の活用

地域の大学や高校との連携や、ぐんぐんスクールでの地域の大学生の活用等、地

域の特色を生かした事業を展開します。

学校が地域の様々な教育力を取り入れて教育活動の充実が図れるよう、人材バン

ク等を充実させて、学校への情報提供を推進します。

○ 地域の教育力を活用した子どもたちの居場所づくり

放課後こども教室等、地域住民との異世代間交流や学習を行う取組を推進します。

また、ぐんぐんスクール等、放課後や長期休業中における学びの場づくりを推進

します。
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教育政策２ 生涯学び、活躍できる環境の整備

目標（６） 生涯にわたる多様な学びの推進

生涯学習の推進（生涯学習機会の提供と体制の充実）

第６次総合計画との関連 地域文化の振興（文化活動の推進）

〃 （文化財の保存・活用）

【現状と課題】

高齢者を含むすべての村民が、自己の人格を磨き、豊かな人生を送れるよう、あら

ゆる機会に、あらゆる場所で学習することができ、その成果を適切に生かすことので

きる生涯学習社会の実現が重要です。

【取組の方向】

様々な関係団体等と連携し、村民の生涯にわたる多様な学びを支援します。

【主 な 取 組】

○ 多様な課題に対応した学習機会の充実、社会教育施設の有効活用

中央公民館等の社会教育施設において、村民ニーズに対応した様々な学習情報や

学習機会を提供するとともに、生涯学習の拠点として適切に運営します。

また、講座や講師の人材バンクの充実を図ります。

○ 社会教育推進体制の充実

社会教育団体等の自主的な活動の促進、専門的な知識や技能を有する指導者の発

掘と養成、社会教育団体やボランティア団体の連携強化に努めます。

○ 文化団体の育成

文化団体の育成及び芸術文化の振興を図るため、文化協会に対して補助金を交付

します。

○ 子ども会活動の推進

子ども会の資質向上及び地域づくりの一層の充実振興を図るため、子ども会育成

連絡協議会に対して補助金を交付します。

○ 芸術文化の振興

芸術文化の振興及び人材育成を図るため、優秀な成績を収めた者や団体に対して

奨励金を交付します。

○ 文化財の普及

村内の文化財の周知を図るため、学校と連携して、地域の文化にかかわる冊子の

活用や伝統文化教室の開催等を実施します。

耳飾り館では特別展示や企画展等を開催し、文化財の普及に努めます。

また、茅野遺跡発掘調査報告書を作成・発行します。

○ 文化財の保護

村内の文化財の適正な保護に努めるとともに、補助事業者に対して補助金を交付

します。
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目標（７） 地域の学びを支える社会教育の推進

スポーツの振興（スポーツ施設の充実）

第６次総合計画との関連
〃 （生涯スポーツの推進）

〃 （スポーツ推進体制の充実）

生涯学習の推進（青少年の健全育成）

【現状と課題】

ライフスタイルの変化等により、スポーツ・レクリエーションの目的がこれまでの

健康や体力の保持・増進だけでなく、友人や家族間の交流等、多様化してきており、

誰もがいつでも気軽に取り組める場や機会の提供が重要になっています。

また、社会情勢の変化に伴い、いじめ・不登校・引きこもり・ニート等、青少年の

抱える課題が変化してきています。

【取組の方向】

地域住民が自主的・自発的に行う学習活動を奨励・支援します。また、青少年の健

全育成を目指します。

【主 な 取 組】

○ 社会体育施設の有効活用

しんとう総合グラウンドやしんとうスポーツアリーナ等の既存施設に加え、学校

開放施設等の有効活用による場の確保等を通じ、村民が各々の年代や関心等に応じ

て日常的にスポーツに親しむ機会を充実します。

○ 生涯スポーツの推進

生涯にわたりスポーツに親しみ、健康的な生活が送れるように住民主体のスポー

ツ・レクリエーションの振興を図るとともに、健康増進レクリエーション種目の提

供、高齢者や障害者の活動機会の推進等、身近に楽しめるスポーツ・レクリエーシ

ョンの普及に努めます。

○ スポーツ推進体制の充実

スポーツ団体や指導者の育成・確保を図るとともに、スポーツ協会やスポーツ推

進員との連携により、指導体制の充実と自主活動の促進に努めます。

○ 壮行金の支給

スポーツ活動を促進し振興を図るため、全国大会等のスポーツ競技会等に出場し

た対象者に壮行金を交付します。

○ 青少年教育の推進

青少年が世代を越えて多様な人間関係を経験しながら、社会的自立に必要な主体

性や協調性等を育むことができるよう、体験活動や情報提供の充実を図ります。
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教育政策３ 誰もが安心して学べる機会の確保

目標（８） 教育の機会均等に向けた保護者負担の軽減

第６次総合計画との関連
学校教育の充実（教育内容の充実）

〃 （学校給食の充実）

【現状と課題】

経済状況から就学援助の申請をする家庭が増えてきています。子どもたちの誰もが、

家庭の事情にかかわらず、未来に希望をもてるようにする必要があります。

【取組の方向】

教育の機会均等に向け、引き続き、保護者負担の軽減を図ります。

【主 な 取 組】

○ 幼稚園における教育費負担の軽減（令和元年９月末まで）

幼稚園の保育料を、家庭の経済状況等によって軽減します。

また、第３子以降の保育料を無償化します。

○ 小中学校における教育費負担の軽減

小中学校においては、経済的困難を抱える家庭に対して就学援助費（学用品費・

入学時の学用品費・学校給食費・修学旅行費・児童生徒会費・ＰＴＡ会費・中学校

の部活動費）を支給します。

なお、入学時の学用品費については、入学前に支給するようにします。

○ 学校給食費の軽減

第３子以降の学校給食費を無償化します。

また、すべての子どもの学校給食費を一部軽減します。

○ 学校給食及び食育の推進

学校給食の提供を通して食育の推進を図り、適切な栄養の摂取による健康の保持

増進に努めます。

食物アレルギーのある子どもに対しては、一部代替献立を提供します。

また、食物アレルギーに対応した学校給食センターを整備し、家庭の負担を軽減

します。
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目標（９） 多様なニーズに対応した教育機会の提供

第６次総合計画との関連 学校教育の充実（教育内容の充実）

【現状と課題】

特別な支援を要する子どもや不登校児童生徒、外国籍で日本語の話せない子ども等

が増えてきており、それらに対応する教育が求められています。

近年、多様化・複雑化している子どもの問題を、心理的な面・環境的な面から解決

に導くため、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等による教育相談

体制の充実も重要です。

【取組の方向】

多様なニーズにできる限り対応し、一人一人の子どもの能力・可能性を最大限に伸

ばす教育に努めます。

【主 な 取 組】

○ 特別支援教育の推進

幼稚園・小中学校に特別支援教育支援員を配置し、個に応じた支援を行います。

支援にあたり、児童生徒の個別の指導計画や個別の教育支援計画を作成し、合理

的配慮のもと、適切な指導や必要な支援を受けられるようにします。

また、福祉部局や心理の専門家等と連携しながら各学校間で情報を共有し、切れ

目のない支援をするとともに、子どもや保護者の気持ちに寄り添って適切な就学に

つなげます。軽度の障害のある子どもに対しては、通級指導教室と連携して、個に

応じた指導を行います。

○ 医療的ケアを要する子どもへの看護師配置

医療的ケアを要する子どもに対しては、状況に応じて看護師を配置します。

○ 不登校児童生徒の教育機会の確保

学校や家庭、スクールカウンセラーや関係機関等と連携し、相談体制の充実を図

るとともに、個々の不登校児童生徒の状況に応じた支援を推進します。

また、適応指導教室で本籍校に復帰することを目標に学習支援等を行います。

○ 外国籍児童生徒等への日本語指導の実施

日本語指導の必要な児童生徒等に対しては、特別な教育課程を編成するとともに、

状況に応じて、日本語指導を行うための支援員を配置します。

○ スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー等の活用

いじめや不登校等、生徒指導上の諸課題の解決に資することを目的に、児童生徒

の心理に関して高度な専門的知見を有するスクールカウンセラーを小中学校に配置

し、教育相談や教職員研修等で活用します。また、児童虐待や貧困家庭等、子ども

の家庭環境による問題に対処するため、児童相談所や福祉部局と連携したり、スク

ールソーシャルワーカーを活用したりして支援を行います。

○ ぐんぐんスクール等の実施

ぐんぐんスクール等を実施することで、放課後や土曜日、長期休業中における学

びの場を設け、指導補助員を配置して子どもの主体的な学びを支えます。

○ 幼稚園における子育て支援

預かり保育の実施や子育て支援センターの開設により、子育てを支援します。
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教育政策４ 教育政策推進のための基盤の整備

目標（１０） 教職員が十分に力を発揮できる学校指導体制の整備等

第６次総合計画との関連 学校教育の充実（教育内容の充実）

【現状と課題】

近年、教師の長時間労働という働き方が社会問題となっています。質の高い教育活

動や適正な職務執行を確保するためには、ワークライフバランスの実現が不可欠です。

また、学校の組織運営体制の充実を図り、学校経営上の課題等を一人で抱え込まず

にチームとして対応することが重要になっています。

また、教職員が十分に力を発揮するためには、教職員一人一人が教育公務員として

の使命を再認識し、村民から信頼される学校づくりをする必要があります。

【取組の方向】

教員の指導力や新たな課題への対応力を高めるとともに、互いに高め合う職場づく

りを推進します。

【主 な 取 組】

○ 業務内容等の精査，勤務時間管理

子どもに向き合う時間の確保のため、業務内容等の精査を推進します。

また、校務支援システムと連動した教師の勤務時間管理を導入して労働時間を把

握するとともに、時間外勤務の原因を精査して改善につなげます。

○ 部活動指導員及び外部指導者の配置

中学校においては、部活動指導員や外部指導者の配置を行い、部活動における教

師の負担を軽減します。

○ 教職員の指導体制

校長のリーダーシップのもと、教諭はもとより、養護教諭、栄養教諭、事務職員、

スクールカウンセラー等の様々な教職員が、それぞれ連携・分担して子どもたちに

必要な資質・能力を身に付けさせることができる学校（チーム学校）の実現に向け

取り組みます。

また、指導主事等の学校訪問を通して、指導助言を行います。

○ 教職員の主体的な健康管理

悩み等を率直に話しやすい職場環境づくりを推進します。

また、ストレスチェックを実施して、心身の健康の保持増進を推進します。

○ 教師の資質能力の向上

研究授業及び授業研究会の開催、村教育研究所事業の推進、国や県の研修への参

加等を促進し、すべての子どもに質の高い教育を受けられるようにします。

また、教職員一人一人の能力や業績を適切に評価する教職員評価を実施し、評価

結果の教職員の処遇等への適切な反映を促進します。

○ 服務規律確保の徹底

服務規律確保について、研修会等の機会に繰り返し確認するとともに、教職員の

主体的な服務規律行動計画の策定を推進し、信頼される学校をつくります。
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目標（１１） ＩＣＴ利活用のための基盤の整備

第６次総合計画との関連
学校教育の充実（教育内容の充実）

〃 （教育施設の整備）

【現状と課題】

情報活用能力（情報モラルを含む。）が学習の基盤となる資質・能力として新学習

指導要領に位置付けられました。また、主体的・対話的で深い学びの視点からの授業

改善に向けた各教科等の指導におけるＩＣＴ活用の促進や、校務のＩＣＴ化による教

職員の業務負担軽減及び教育の質の向上も重要になっています。

ＩＣＴ環境整備については、平成２９年度に小学校のＰＣの入れ替え、平成３０年

度に中学校の無線ＬＡＮ整備を行いました。平成３１年度には、中学校のＰＣの入れ

替えとタブレットＰＣ（生徒用１５０台）の導入を実施します。

【取組の方向】

授業改善に向けたＩＣＴ活用の促進や、校務のＩＣＴ化による教職員の業務負担軽

減及び教育の質の向上を実現するため、それらの基盤となる学校のＩＣＴ環境整備を

促進します。

【主 な 取 組】

○ ＩＣＴ活用における教師の指導力向上

研修や研究授業等を通して、教師のＩＣＴを活用した指導力の向上を図り、どの

児童生徒にとってもわかりやすく、すべての児童生徒が活躍できる授業の実現に努

めます。

○ 学校のＩＣＴ環境整備の促進

学習者用コンピューターや大型提示装置、超高速インターネット、無線ＬＡＮの

整備・活用など、学校のＩＣＴ環境整備を計画的に進めます。

○ 校務のＩＣＴ化による教職員の業務負担軽減及び教育の質の向上

校務支援システムの効果的な活用を通して、業務の効率化を進め、教職員の業務

負担軽減につながるようにします。

また、児童生徒の成績、出欠又は学籍に関する情報等が統合的に管理されること

で、教師による学習指導や生徒指導の質の向上等に生かされるようにします。
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目標（１２） 安全・安心な教育環境の整備

学校教育の充実（教育施設の整備）

第６次総合計画との関連 生涯学習の推進（生涯学習施設の整備）

スポーツの振興（スポーツ施設の充実）

【現状と課題】

教育施設の維持管理・更新等を着実に推進していくための中期的な取組の方向性を

明らかにするため、平成３０年度に個別施設計画（長寿命化計画）を策定しました。

また、中央公民館と学校給食センターについては、「榛東村まちづくり計画」とし

て整備を進めています。これは、災害時の応急給食及び避難所施設等となる「防災拠

点機能」と、平時には「コミュニティセンター機能」「学校給食センター機能」を併

せ持つ「防災中枢機能施設」の整備計画です。

【取組の方向】

教育内容・方法等の変化や多様化への対応などの教育環境の質的向上を図りつつ、

長寿命化改修を中心とした計画的な老朽化対策を進めます。また、防災中枢機能施設

の整備を計画的に実施します。

【主 な 取 組】

○ 教育施設の整備

個別施設計画（長寿命化計画）に基づき、施設・設備の計画的な更新・改修等に

取り組むとともに、適切な維持管理に努めます。

また、天井等落下防止対策及び非構造部材の耐震対策も推進します。

○ 榛東村まちづくり計画の推進

平成３０年度に策定した基本構想及び基本計画に則り、整備を推進します。

○ 幼稚園の統合についての検討

幼稚園の園舎の老朽化や園児の減少等から、１園に統合整備することを視野に入

れて、検討を進めます。
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目標（１３） 児童生徒等の安全の確保

第６次総合計画との関連
学校教育の充実（教育内容の充実）

〃 （安全対策の強化）

【現状と課題】

様々な自然災害や交通事故や犯罪等の新たな安全上の課題も発生している状況を踏

まえ、児童生徒等を取り巻く多様な危険を的確に捉え、児童生徒等の発達段階や学校

段階、地域特性に応じた質の高い学校安全の取組を、家庭・地域・関係機関等とも連

携・協働しながら推進する必要があります。

【取組の方向】

学校管理下における障害や重度の負傷、死亡事故が発生しないように努めます。ま

た、防犯設備の充実や情報セキュリティの確保に取り組みます。

【主 な 取 組】

○ 学校安全の推進

学校安全計画及び危機管理マニュアルの見直しを行うとともに、学校安全の中核

となる教職員を中心とした組織的な安全体制の構築を促進します。

○ 主体的に安全を確保しようとする児童生徒の育成

通学路の安全マップづくりや交通安全教室、避難訓練等を通して、身の回りの多

様な危険に気づき、適切に回避することのできる児童生徒を育成します。

○ 安心・安全な通学のための連携協力の推進

榛東村社会福祉協議会と連携した「シルバー見守り隊」による見守り活動、榛東

村駐在所連絡協議会による「安心安全ウォーキング」、榛東村青少年健全育成会連

絡協議会による「子ども安全協力の家」の普及活動、ＰＴＡによるパトロール等、

安心・安全な通学のため、地域の連携協力を進めます。

また、警察・学校・ＰＴＡ・村部局が連携して通学路点検を実施し、危険箇所の

改善に向けて対応を検討します。

○ 防犯設備の充実

中学校・小学校・幼稚園や通学路への防犯カメラの設置や、校舎内の防犯システ

ムの強化により、安全対策の充実を図ります。

○ 情報セキュリティの確保

学校における情報セキュリティの確保に取り組み、教師及び児童生徒が安心して

学校でＩＣＴを活用できる環境の整備を進めます。

○ 保護者メールの活用

災害発生等の非常時の情報伝達方法として、保護者メールを活用します。また、

大きな地震が発生した場合の対応について周知を徹底し、保護者メールが届かない

状況であっても判断して行動できるようにします。
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Ⅵ 資料

１ 過去１０年間の小中学校児童生徒数 （各年度５月１日現在）

年 度
北小学校の 南小学校の 榛東中学校の 児童生徒数の

児童数(人) 児童数(人) 生徒数(人) 合計(人)

平成２１年度 ４２０ ４９６ ４４８ １,３６４

平成２２年度 ４３８ ４６４ ４５９ １,３６１

平成２３年度 ４４１ ４５４ ４６４ １,３５９

平成２４年度 ４５５ ４３１ ４５５ １,３４１

平成２５年度 ４５２ ４１９ ４４２ １,３１３

平成２６年度 ４６０ ４００ ４５１ １,３１１

平成２７年度 ４５９ ３８８ ４２１ １,２６８

平成２８年度 ４１９ ３８０ ４２８ １,２２７

平成２９年度 ４１１ ３８７ ４０６ １,２０４

平成３０年度 ４０７ ３７６ ４１６ １,１９９

２ 過去１０年間の幼稚園園児数 （各年度５月１日現在）

年 度
北幼稚園の 南幼稚園の 園児数の

園児数(人) 園児数(人) 合計(人)

平成２１年度 ６９ ７２ １４１

平成２２年度 ７０ ６３ １３３

平成２３年度 ６１ ７１ １３２

平成２４年度 ６４ ７０ １３４

平成２５年度 ５７ ６０ １１７

平成２６年度 ５４ ６８ １２２

平成２７年度 ６１ ７９ １４０

平成２８年度 ５５ ７６ １３１

平成２９年度 ５６ ６３ １１９

平成３０年度 ５７ ６０ １１７

３ 学校教育施設の耐震化の状況

施 設 名 建築年月 耐震性等

北幼稚園 園舎 昭和５５年 ３月 耐震診断の結果適合

昭和６０年 ３月

南幼稚園 園舎 平成 ５年 ３月 耐震基準適合

平成１４年 ３月

北小学校
校舎 昭和５６年 ３月 耐震診断の結果適合

体育館 昭和５７年 ３月 耐震工事実施済み（平成２３年度）

校舎 昭和５３年 ３月 耐震工事実施済み（平成２２年度）

南小学校 特別教室棟 平成１５年 ３月 耐震基準適合

体育館 平成２７年 ３月 耐震基準適合

校舎 平成２４年 ２月 耐震基準適合

中 学 校 特別教室棟 昭和５８年１０月 耐震基準適合

講堂 平成１２年 ３月 耐震基準適合
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◎ 榛東村

村 長 真 塩 卓

副村長 倉 持 直 美

◎ 榛東村教育委員会

教育長 阿佐見 純

教育長職務代理者 高 橋 俊 一

委 員 岡 部 京 子

委 員 清 水 茂 樹

委 員 湯 浅 耕 作

（平成３１年４月１日現在）
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